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独⽴⾏政法⼈国⽴⽂化財機構奈良⽂化財研究所/国⽴研究開発法⼈ 産業技術総合研究所 

全国⽂化財情報デジタルツインプラットフォームの構築 
デジタル技術で埋蔵⽂化財を記録・可視化し、歴史を未来へつなげる 

ポイント 

・⽂化財デジタルデータと 3 次元地理空間情報を統合表⽰するプラットフォームを開発 
・地下から地表までの状況を⼀体的に⾒ることができ、街づくりと⽂化財保護の両⽴を図る 
・ドローン LiDAR 利⽤など調査⽅法の⾼度化により掘削以外での 3 次元情報を収集。調査⽅法の⾰新 
・地理空間の専⾨知識は不要、⽂化財データの集積を進めることで街づくり・インフラ整備に貢献 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
概 要  

独⽴⾏政法⼈国⽴⽂化財機構奈良⽂化財研究所（以下「奈⽂研」という）企画調整部⽂化財情報研究室 ⾼⽥ 祐
⼀ 主任研究員と、国⽴研究開発法⼈ 産業技術総合研究所（以下「産総研」という）デジタルアーキテクチャ研究セ
ンター 中村 良介 総括研究主幹および神⼭ 徹 地理空間サービス研究チーム⻑は共同で、全国⽂化財情報デジタ
ルツインプラットフォームを開発しました。⽇本中の⽂化財の位置情報を網羅する奈⽂研の⽂化財総覧 WebGIS（注）
と、産総研の３次元地理空間情報データベース（3DDB）との連携により、地下空間を含む国⼟の３次元構造と社会
活動の歴史的情報を総合的に記述することが可能となります。建築物の CAD モデルや点群（注）といった多様な３
次元データを統⼀的に扱えるため、地下から地上の情報を⼀体的に把握することができ、開発事業における意図し
ない⽂化財の破壊回避に役⽴ちます。GIS（注）や 3 次元データに関する専⾨的な知識がなくても利⽤することがで
きるので、地⽅公共団体や博物館が取得した⽂化財の３次元データ等を容易に登録できるようになります。また、
⽂化財情報の活⽤を通じて、スーパーシティーやデジタル⽥園都市といったスマートシティープロジェクトにも貢
献します。 

 
 

東京（高輪築堤）周辺図 ビルと文化財位置データの表示 

（プロジェクト PLATEAU のデータを利用） 

国指定特別史跡・岩橋千塚古墳群天王塚古墳墳丘（地上）と

石室（地下）の一体表示 



開始するサービス 

名称：３DDBViewer 
開始⽇時：2022 年 10 ⽉ 18 ⽇ 
ＵＲＬ： https://gsrt.digiarc.aist.go.jp/nabunken_aist/index.html 
※無料で利⽤できます 

 
開発の社会的背景 

社会的動向 
Society 5.0 は国が提唱する⽇本社会の未来像であり、その実現にはサイバー空間とフィジカル空間を結びつける

デジタルツイン技術が不可⽋です。この技術を、⻑期的な未来を予測し、豊かな社会を構築するためのツールとし
て活⽤していくには、過去の社会的、⽂化的な情報を取り込んで時間的な変化を捉えることが重要です。 
 

埋蔵⽂化財⾏政の規模と必要性 
3 万 8 千年間の⻑期にわたる社会活動の履歴は、歴史的な⽂献だけでなく埋蔵⽂化財（注）という形で残されて

います。現在、⽇本では約 47 万 2000 件の遺跡があり、年間約 8 千件の発掘調査を実施しています。発掘調査費⽤
（緊急発掘）は年間約 580 億円にのぼります。埋蔵⽂化財は、国や地域の豊かな歴史と⽂化を⽣き⽣きと物語るも
のです。これらは個性豊かな地域の歴史的・⽂化的環境を形づくる重要な素材・資産であり、国⺠共有の貴重な財産
といえます。埋蔵⽂化財の保護と開発事業の円滑な調整を図るため、⽂化財保護法第 93・94 条では、周知の埋蔵⽂
化財包蔵地（注、以下「遺跡地図」）において開発事業を⾏う際には、事前の届出などが求められています。やむを
えず遺跡を現状のまま保存できない場合には事前に発掘調査を⾏って遺跡の記録（記録保存）を残すこととなりま
す。 

 
現在の課題 

地下を掘削する開発事業においては、遺跡に影響を与えることがあるため、掘削の場所や深度に配慮が必要です。
しかし、過去の発掘調査記録は、これまで主に紙ベースの⽂献や図表、地図といったアナログ形式で集積されてお
り、⼯事の際の確認が容易ではありませんでした。そのため、意図しない⽂化財破壊が発⽣しています。 

⼀⽅で、近年、遺跡地図のデジタル化が進み、2021 年 7 ⽉には奈⽂研が全国の⽂化財情報 61 万件を登録した⽂
化財総覧 Web GIS を公開しました。⽂化財情報を統合的に扱える環境が整いつつありますが、開発事業で掘削する
地下深度の 3 次元情報データベースや、⽔道やガス配管といった地下のインフラデータと連携するためのプラット
フォームがありませんでした。開発事業者が容易に参照できる地図情報との連携がないままでは、意図しない埋蔵
⽂化財の破壊リスクは⾼いままです。 

また、3 次元スキャン⼿法の普及により、急速にデジタル化が進み、遺跡の⽴体的な記録も残せるようになってき
ました。しかし、3 次元デジタルデータを公開するプラットフォームがなく、関係機関内で死蔵されるケースが発⽣
しています。 

 
 



研究の経緯 

奈⽂研のこれまでの取り組み 
奈⽂研では、全国の⽂化財情報を集約し、データベースとして公開しています。これまで埋蔵⽂化財の発掘調査

報告書をデジタル化した「全国遺跡報告総覧」や、位置情報を図上で検索・閲欄できる「⽂化財総覧 WebGIS 」な
どの開発を⾏ってきました。⽂化財総覧 WebGIS には 61 万件以上の情報が蓄積されており、現在も継続的に更新
され続けています。 

 
産総研のこれまでの取り組み 

産総研は、Society 5.0 の中核となるサイバーフィジカルシステムの社会的な実装として、デジタルツインプラッ
トフォームの開発を進めてきました。従来のデジタルツインは、⼯場のような屋内の完全に管理・制御された空間
を主な対象としてきましたが、近年の⾃動運転技術開発やスマートシティープロジェクトの進展に伴い、その対象
領域が屋外や地下空間に広がりつつあります。こうした動向の中で、産総研では、多種多様な地理空間データを、座
標系やデータフォーマットの違いに関わらず統合し、その結果を Web ブラウザ上で検索・閲覧できる 3 次元地理空
間情報データベース（3DDB）を開発してきました。なお、全国⽂化財情報デジタルツインプラットフォームのベー
スとなるこの 3 次元地理空間情報データベース（3DDB）は、国⽴研究開発法⼈新エネルギー・産業技術総合開発機
構の「⼈⼯知能技術によるスマート社会の実現（2018〜2022 年度）」事業の⼀環として開発されています。 

 
研究の内容 

３次元地理空間情報データベース 3DDB と⽂化財情報の連携 
これまで遺跡の状況や出⼟品の形状は主に平⾯図として記録・保存されてきましたが、最近では 3 次元データが

取得される事例が増えつつあります。そこで今回の奈⽂研と産総研の共同研究では、デジタルツインプラットフォ
ームの適⽤領域を空間⽅向だけでなく時間⽅向へも⼤幅に拡⼤し、地中に埋まっている遺跡や歴史的建造物といっ
た⽂化財をターゲットとすることにしました。これまでの奈⽂研と産総研の成果を連携させることで、⽇本の国⼟
全体を時間的・空間的に網羅する全国⽂化財情報デジタルツインプラットフォームが実現しました。このプラット
フォーム上では、地下に存在する埋蔵⽂化財と建物・道路・植⽣といった現在の地表状況との位置関係が正しく可
視化されており、地理空間データを読み解く専⾨知識が無くてもその位置関係を誰でも容易に調べることができま
す。 

 
⼤規模データを対象に AI を駆使した⾼度な解析を⾏うことが可能 

近年、国⼟交通省のプラトー(注)や、静岡県ポイントクラウドデータベース (PCDB)(注)といったプロジェクトで
は、特定の都市域あるいは県全体をカバーする数⼗テラバイトを超える３次元データがオープンデータとして公開
されています。全国⽂化財情報デジタルツインプラットフォームは、産総研が開発してきた⼤規模 AI クラウド計算
システム ABCI(注) 上に構築されているため、こうした⼤規模データを格納し、３次元点群データの樹⽊・⼈⼯物・
地⾯の⾃動分類のような⾼度な解析を⾏うことができます。 

 
特別史跡 岩橋千塚古墳群（和歌⼭県）で古墳新発⾒の可能性 



和歌⼭市東部に位置する岩橋千塚古墳群は特別史跡に指定されています。4 世紀末から 7 世紀にかけて総数約 900
基にも及ぶ古墳がつくられた全国有数の古墳群です。和歌⼭県では、昭和 46 年（1971）に現和歌⼭県⽴紀伊⾵⼟記
の丘を設置し、特別史跡の保存と活⽤に取り組んでいます。古墳群内の把握は、これまで航空レーザー測量や職員
による現地踏査によって⾏われてきました。しかし、広範囲に古墳が多数存在することから、低墳丘などの古墳に
よりこれまでの測量や踏査では把握が難しい古墳の存在が想定されていました。 

そこで、本プロジェクトのモデル事業として 2022 年 2 ⽉にドローン LiDAR 計測を実施しました。取得した⾼精
度地形データと現存の古墳分布図を重ね合わせた結果、古墳の可能性がある⾼まりを新たに確認しました。今後、
2023 年冬に現地確認を⾏う予定です。こうしたドローン LiDAR 計測により、古墳群の調査⽅法の⼤幅な効率化が
図られる⾒込みです。 

 
研究の波及効果 

遺跡地図の⾼精度化による国⼟開発／管理の効率化 
開発事業の多くは地⾯を掘削します。その際には、重要インフラであるガス・⽔道・電気などの地下埋設物を破壊

しないよう注意するとともに、埋蔵⽂化財にも配慮する必要があります。しかしながら、地下埋設物は不可視であ
り掘削しないことには正確に把握できません。そこで、ＡＲ（拡張現実）技術により地下の物体を可視化すること
で、意図しない破壊を防⽌するとともに⼯事の効率化が図れます。また⼯事設計段階で、⽂化財の存在も考慮した
開発計画を⽴案することで、予防的に⽂化財を守り、⼯期および費⽤の縮減にも貢献します。さらに発掘調査や各
事業の⼯事の中間⽣成物として作成された３次元データも３DDB に追加登載が可能であり、深さ⽅向を加味した遺
跡地図を⾼精度化させていくことが可能となります。 
 
街づくりと⽂化財保護の両⽴ 

2020 年、JR 東⽇本の品川開発プロジェクトにおいて、明治初期に鉄道を敷設するために当時の海上に敷設された
重要な遺構が発⾒されました。⾼輪築堤跡と呼ばれる重要な遺構の発⾒に伴い、保存と開発の両⽴が課題となりま
したが、関係者の尽⼒で、既に史跡指定されている「旧新橋停⾞場跡」への追加指定や、遺構の移設などが図られま
した。 

今後、偶発的な発⾒ではなく、発⾒を事前に予⾒し、定量的に評価できる基盤を構築していくことは、街づくりと
⽂化財保護の両⽴につながります。発掘調査に起因する開発計画の変更に伴う⼯期の延⻑や⼯事費⽤の抑制にも貢
献します。また、現物保存できなかった遺構を３次元記録することで、バーチャル空間上に残せるようになります。
⽂化財情報デジタルツインプラットフォームは、⽇本全国⽂化財情報を現在の情報と結合することで開発計画⽴案
の効率化／精緻化に貢献し、⽇本の歴史に関わる⽂化的な価値と、現代社会における経済的な価値の両⽴に貢献し
ます。 

さらに、業種や分野に関わらず、誰もが容易に⽂化財情報にアクセスできる基盤を提供することで、住⺠が⾃ら
の地域にどのような⽂化財が存在するのか、それがどのような歴史的・⽂化的な価値を有するのかを認識・評価す
ることを⽀援します。 

 
今後の予定 



従来の⽂化財３次元データ測定は⾼価な測定機器を必要としていたため、そのほとんどが⼤学などに所属する研
究者によって⾏われてきました。しかし近年になって、個⼈レベルでも LiDAR を搭載したスマートフォンなどで詳
細な 3 次元データを取得することが可能となり、地⽅⾃治体が定常的に⾏っている発掘などへの適⽤事例が増加し
つつあります。今後は、⽂化財⾏政に携わる各地の教育委員会や博物館の関係者が、より多くの⽂化財 3 次元デー
タを登録し広く公開できるようにするための技術開発を実施します。具体的には３次元データを xR デバイス（注）
へ直接配信する機能、安全なデータアクセスを実現するための認証・認可機能 などを実装し、さらに複数のプラッ
トフォームに分散している地理空間データをワンストップで検索するためのメタデータ標準化を進めます。 
 
⽤語解説 

⽂化財総覧 WebGIS 
⽇本全国の 61 万件以上にのぼる⽂化財ビッグデータ（主に⽂献と２次元分布）を統合したデータベース。Web 上で遺跡種別や時

代情報などで検索可能。次世代の研究基盤となるだけでなく、地域づくりの基礎情報としても活⽤。 

( https://repository.nabunken.go.jp/dspace/bitstream/11177/9628/1/20210719_WebGIS.pdf ) 

 

点群 
3 次元空間上の物体形状を表す点の集合のこと。物体表⾯（もしくは内部）における観測点の直交 XYZ 座標で表現さ
れる。また点ごとの属性（反射強度、⾊などが）付随することもある 
 

GIS(地理情報システム) 
緯度経度などの地理座標情報を持ったデータ（空間データ）を総合的に管理し、表⽰・加⼯・分析を⾏うための技術 

 
埋蔵⽂化財 
埋蔵⽂化財とは、⼟地に埋蔵されている⽂化財（主に遺跡といわれている場所）のこと。 

 
周知の埋蔵⽂化財包蔵地 
埋蔵⽂化財の存在が知られている⼟地のこと。⽂化財保護法では、周知の埋蔵⽂化財包蔵地において⼟⽊⼯事な
どの開発事業を⾏う場合には都道府県・政令指定都市等の教育委員会に事前に届出を⾏うよう求められています。 

 
プラトー（PLATEAU） 
全国の３D 都市データモデルを整備し、流通させるプロジェクト。国⼟交通省が推進。 
 
静岡県ポイントクラウドデータベース (PCDB) 
静岡県で進められているオープンデータ化プロジェクトで整備された県内の 3 次元点群の公開データベース。 
 
⼤規模 AI クラウド計算システム（ABCI） 
産総研が構築し⼀般に提供している⼤規模計算システム。産官学共同による AI 研究開発の基盤。 
 

 



LiDAR 
Light Detection And Ranging の略称。対象物に光を照射し、その反射光を光センサでとらえ時間差を測定するこ
とで距離を測定する技術。最近では⼀部のスマートフォンなどにも搭載され、利⽤者が拡⼤している. 

 

xR デバイス 
スマートフォンや Augumented Reality(AR)グラスのように現実環境に付帯情報を提⽰する装置や、メタ社の
Oculus や Microsoft 社の HoloLens のような Virtual Reality (VR) や、Mixed Reality (MR) 機能によって、ユ
ーザーに仮想空間と現実空間を⾏き来する経験を提供する視覚装置 

 

本件に関する問い合わせ先 

独⽴⾏政法⼈国⽴⽂化財機構奈良⽂化財研究所 
企画調整部 ⽂化財情報研究室 
主任研究員 ⾼⽥ 祐⼀ 
〒630-8577 奈良市⼆条町 2-9-1 
0742-30-6711  takata-y23@nich.go.jp 

 
国⽴研究開発法⼈ 産業技術総合研究所 
デジタルアーキテクチャ研究センター 
総括研究主幹 中村 良介 
〒135-0064 東京都江東区⻘海 2-3-26   

r.nakamura@aist.go.jp 

機関情報 

独⽴⾏政法⼈国⽴⽂化財機構奈良⽂化財研究所 
https://www.nabunken.go.jp/ 
研究⽀援推進部 連携推進課 広報企画係  koho_nabunken@nich.go.jp 
 
国⽴研究開発法⼈ 産業技術総合研究所 
https://www.aist.go.jp/ 
広報部 報道室 hodo-ml@aist.go.jp 
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